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公益社団法人北海道看護協会事業継続計画（BCP） 

１ 北海道看護協会事業継続計画（BCP）の基本的な考え方 

 （１）事業継続計画の目的 

    公益社団法人北海道看護協会は、看護職の資格を持つ個人が自主的に加入運営する北海道看 

   護職能団体である。全国組織である日本看護協会と連携し、看護の質向上、生涯を通じて働き 

   続けられる職場づくりの推進、道民の健康と福祉の向上に寄与することを目的とし、事業・経 

   営、広報、社会貢献、支援事業、政策提言、自主規制の６つの実現手法を用いて、道民の健康 

   的な生活の実現を図ることなどを基本戦略としている。 

    大規模災害など緊急事態が発生した場合でも、その機能を維持し、災害支援活動など社会か 

   ら必要とされる事業を適切に実施、継続することが求められる。 

        このため、本会が自然災害や事故などの緊急事態に遭遇した場合に、事業資産の損害を最小 

   限に抑えつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために事業継続計画 

   （BCP Business Continuity Plan)を策定する。 

 

   北海道看護協会３つの使命と６つの実現手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３つの使命と６つの実現手法

看護の質の向上

看護職が

働き続けられる

環境づくり

道民の

ニーズに応える

看護の提供

政策提言

・調査研究

・制度改革への政策提言

・政策決定過程への参画と働きかけ

・関連機関・関係団体との協働

・道民の理解と賛同を得るための働きかけ

社会貢献

・災害支援

・健康情報の提供・健康意識の啓発

・自然環境保護の推進

広報

・北海道看護協会及び看護について

　周知を図る活動

・機関紙・ホームページ・SNS

　等による情報提供

自主規制

・看護倫理規定の順守

・看護業務基準・ガイドライン等の

　働きかけ

支援事業

・継続教育の実施

・認定制度の適用

・学術研究の推進

・労働条件・環境の改善

・看護職の権利擁護

・医療安全に対する相談支援

・国際交流

・福利厚生

事業・経営

・看護業務・事業の開発と経営

・業務上の機能拡充
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 （２）北海道看護協会事業継続計画（以下「BCP」という。）の位置づけ 

    北海道看護協会消防計画は消防法に基づき防火管理についての必要事項を定め、火災、地 

   震、その他の災害の予防と人命の安全、被害の軽減を図ることを目的としている。 

    北海道看護協会事業継続計画は、発災後、約３日目以降の業務復旧及び事業継続の復旧目安 

   となる行動計画、速やかな業務の復旧による事業継続）をとりまとめたものである。 

 

   北海道看護協会消防計画と事業継続計画（BCP）のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）BCPの役割・意義 

    BCP 対策で最も大切なことは事業の継続と早期復旧を可能とすることであり、目的達成 

   のために最も効果的な優先順位を付けることが重要である。 

    復旧の優先順位を明確にし、優先業務を開始させることにより、他の業務の復旧や事業 

   の継続が可能となり、業務レベルの維持・向上が期待できる。 

      

・緊急連絡網の確認

・避難場所の確認

・災害避難訓練

・備蓄品の確認

・建物の耐震対応等

・代替システムの準備

・従業員の役割分担・訓練

・重要書類のバックアップ

・情報システムのバックアップ

・BCPの策定・情報共有

・非常時優先業務検討

傷病者対応・消火活動

情報収集

事後対応

被害状況の確認（インフラ）

平時・平常時

人

命

保

護

事

業

の

継

続

避　難

安否確認

事業継続計画（BCP）

北海道看護協会消防計画

ライフラインの復旧

二次災害の防止

必要な人材・体制の確保

システムの復旧

非常時優先業務
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２ 災害発生時の対応等 

 （１）看護協会所在地の地震被害想定等について 

    札幌市に大きな影響を与えると想定される地震は５つ（西札幌断層、月寒断層、野幌丘陵断 

   層帯、石狩低地東縁断層帯、苫小牧沖）あり、これらの地震により予想される揺れの強さを重 

   ね合わせることにより、北海道看護協会の所在地（札幌市白石区本通 17 丁目北３番 24 号） 

   では最大震度６強の地震が想定される。（市域の大半が６強以上に該当） 

    家屋全壊率：５％以上 10％未満 

 

   ○その他の災害想定（協会所在地） 

    液状化危険度：液状化の発生の可能性は極めて低い 

 

    大雨・津波による浸水想定の対象外、土砂災害警戒区域の対象外となっている。 

    （以上 札幌市災害危険箇所図（ハザードマップ）、札幌市地域防災計画（R7 年 3 月地震 

    災害対策編）より） 

 

 （２）災害への備え 

   ア 災害備蓄品 

事業継続計画の実践に伴う効果のイメージ（内閣府「中央省庁ガイドライン」） 
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     北海道看護協会では災害対策として役職員 50 名が３日間活動できることを目安に必要量 

    を備蓄している。 

    （ア）生活備品：懐中電灯、手袋、ラジオ、外用薬、内服薬等 

    （イ）感染症対策：手指消毒剤、Ｎ95 マスク、サージカルマスク、プラスチックグローブ 

      等 

    （ウ）食料品：非常食セット(野菜飲料、米、ビスケット等）・飲料水 

    （エ）生活備品：長靴、ヘルメット、LED ランタン、災害用ライト、毛布、アルミ保温シ 

      ート、使い捨てカイロ、携帯コンロ、乾電池、軍手、ブルーシート、土嚢、タオル等 

    （オ）衛生備品：ウォータータンク、災害用トイレ、サージカルマスク  

   イ 自家発電機 

     北海道看護協会では地下に自家発電機を整備しており、災害時に停電となった場合にも、 

    ３日間協会内に電力供給可能となっている。 

   ウ 貯水槽 

     地下に貯水槽（6000 リットル）を整備しており、300 人/日分の生活用水を確保してい 

    る。 

   エ 災害避難訓練 

     大規模な災害を想定した災害避難訓練を定期的に行うなど役職員の防災意識の醸成に努め 

    る。 

 （３）職員の参集体制 

    大規模な災害発生時には自衛消防隊長である事務局長、自衛消防副隊長である総務部長が役 

   職員の参集の必要性を判断し、協会への参集体制を確保する。（北海道看護協会消防計画） 

    勤務時間外の参集基準等 

１ 参集基準 勤務時間外 札幌市（白石区）に震度5弱以上の大規模地震が発生した

場合、危機管理対策本部の構成員、事務局員は自身の安全

を確保した上で必要に応じて参集する。 

【参集の判断】 

 専務理事・事務局長が被害状況等を勘案した上で緊急招

集の決定し、部長、各課長に周知する。 

２ 参集方法 交通状況や通勤経路の安全を確保して参集する。 

３ 参集不可能な場合 自衛消防隊長に状況を連絡する。 
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（４）危機管理対策本部の組織体制（公益社団法人北海道看護協会危機管理規程） 

   北海道看護協会では看護職及び会員の安全確保、公益社団法人としての社会的な責任を果たす 

  ことを目的とし、自然災害等の危機対応として必要に応じて危機管理対策本部を設置する。 

   危機管理対策本部の主な構成等 

   ア 本部長は、会長が務め、対策本部の業務を統括する。 

   イ 副本部長は、専務理事が務め、本部長を補佐する。 

   ウ 対策本部の構成員は、常務理事、事務局長、総務部長、各課長及び本部長が指名する者と 

    する。 

   エ 本部長の代行は、副本部長、常務理事（職務代行順位による。）とする。 

   オ 対策本部の庶務は、総務部総務課が担当する。 

 

       北海道看護協会危機管理対策本部の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

３ 非常時優先業務と行動計画（タイムライン） 

 （１）本BCPの基本方針 

    北海道看護協会は、自らが被災する大規模発生時においても、道民の健康的な生活の実現を 

   図ることを目的としている。その機能を継続するために、次の４つの基本方針に基づき策定し 

   たBCP に則り、事業の早期復旧・再開に取り組む。 

   ア 役職員等の安全確保 

    ・役職員は二次被害防止と被害軽減のための必要・適切な措置を行いながら、危機管理対策 

本部長

（会長）

副本部長

（専務理事）

対策本部構成員

常務理事・事務局長・総務部長

各課長及び本部長が指名する者

事務局

（総務部総務課）
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     本部からの指示を待つ。 

    ・役職員は帰宅ルートの安全が確保されるまで本協会において待機し、帰宅可能な状況と判 

     断された場合は分散帰宅により帰宅する。 

    ・危機管理対策本部事務局（総務部総務課）は速やかに危機管理対策本部を設置し、安否確 

     認と情報収集に努め、役職員に対し、必要な指示を出す。 

    ・人員が不足する際は、非常時優先業務の遂行にあたり、部門間の調整を行うとともに、そ 

     の業務に従事する職員の安否や参集検討、参集に要する時間などの情報収集に努める。 

   イ 施設内における二次災害の発生防止 

    ・会館内の被害状況を点検確認し、復旧可能な設備の稼働対応と危険箇所を立ち入り禁止と 

     するなど安全を確保し、二次災害の防止に努める。 

    ・会館内の被害状況、活動開始、連絡手段等とともに、非常時優先事業の実施の可否や条件 

     等についても危機管理対策本部に報告し、役職員や関係者と情報共有を行う。 

    ・危機管理対策本部は非常時優先業務に必要な物資の確保と執務環境の整備に努める。 

   ウ 本会機能の速やかな確保・早期復旧 

    ・ライフラインの被害状況を調査確認し、電力・水道・空調・エレベーター等が被害により 

     使用不能となった場合は、使用不可の対応をとり、復旧に向けて対策を行う。（適宜自家 

     発電、災害備蓄品の飲料水、災害用トイレ等活用する。） 

    ・情報システム関係の被害状況を確認し、システムの稼働が不調な場合は原因の確認と復旧 

     への対策に努める。 

   エ 道民の生命や暮らしを支えるための活動開始 

    ・着手すべき非常時優先業務を時系列で選定しておき、計画に則り活動を開始する。 

    ・災害支援ナースの活動に向けた支援など、道民の被災者支援に直結する活動を開始する。 

    ・北海道と協力し、北海道内の災害支援ナース派遣協定締結医療機関の活動を支援する。 

 （２）被害想定 

    本計画における緊急時の被害状況を次のとおり想定する。 

   ア 災害の種類・規模 

     北海道内で大規模地震が発生し、北海道看護協会の所在地である札幌市白石区でも震度６ 

    強の地震が記録され、甚大な人的被害とともに周辺地域の家屋、建物やインフラにも大きな 

    被害が発生した。 

   イ ライフライン 

     大規模な停電とともに、下水道の破損による浸水、上水道の断水も発生し、復旧に３日間 
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    要し、その後電気、水道の順に段階的に使用可能となる。 

   ウ 交通 

     札幌市内主要幹線道路に液状化による陥没被害があり、停電による信号機の消灯、大規模 

    な交通渋滞の発生や JR も全面不通となるなど大きな混乱が生じる。 

   エ 情報通信 

     発災直後は電話やインターネットもつながらない状態であったが、徐々に復旧する。 

 （３）各段階的目標と業務の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各段階

1 準備段階 ○ ○

○ 非常時使用する機器、物品の管理

2 初動段階 ○ ○ 危機管理対策本部の設置

（発災当日） ○ 来館者、役職員の安否確認、会館の被災状況の確認

○ 会館の被害状況確認 ○ 会館内の傷病者救出、救護活動、救急搬出

○

○ 使用不可場所等の明示

3 応急的復旧活動 ○ 災害時の応急的復旧活動 ○ 建物被害箇所の応急措置、補修箇所の特定

（72時間） ○ ○ 個人情報漏えいの防止

○ 北海道内医療機関・福祉施設等被害状況確認

○ 道内派遣調整に係る北海道

との情報共有と派遣調整

○ 災害支援ナースの道内派遣要請に基づき北海道より

情報収集

○ ○

4 仮復旧段階 ○ ○ 業務再開に向けての準備

（被災後１週間） ○ 役職員の生活再建への支援

○

○

○ 道内派遣調整に係る北海道

との情報共有と派遣調整

○ 日本看護協会との情報共有 ○ 日本看護協会と情報共有

○ ○ 業務再開に向けての本格的な活動開始

○

○ 災害支援ナース収束に向け

ての情報把握

６ 平常時 ○ ○ 復旧活動終了宣言

○ 順次平常時の業務に復帰

○ 災害時の活動の課題整理、 ○ 必要に応じ関係県看護協会や日本看護協会への報告

評価 ○ 災害復旧活動の課題整理

○ 派遣に係る課題を北海道と共有し、報告書作成

○ 経費の精算

５ 本格復旧段階

（被災後１か月）

災害収束に向けて準備及び

業務再開に向けての本格的

な活動

災害支援ナース活動の収束に向けた準備（道内派遣

者の活動状況の情報収集、派遣終了日の検討）を北

海道と共有

平

常

業

務

復旧活動終了を宣言し、平

常時の活動に戻る

目　　標 業 務 内 容

平

常

時

平常時から災害発生時に備

える。

非

常

時

優

先

業

務

役職員・来館者の安全確保

建物・設備の被害状況確認、インフラ関連の被害状

況確認

災害支援ナースの活動支援

北海道に協力し、災害支援ナースの活動を支援（協

定締結医療機関等や派遣先との調整、災害支援ナー

スのスケジュール、業務内容等の調整、物品貸与、

相談など）

会館の耐震対策、施設整備機能の維持管理、災害時

の組織体制明確化、災害避難訓練の実施、災害時の

連絡体制の確立

日本看護協会との情報共有

災害支援ナースの活動支援

災害時の仮復旧活動の実施

と業務再開に向けての準備

開始
災害支援ナースの道内派遣要請に基づき北海道より

情報収集
北海道に協力し、災害支援ナースの活動を支援（協

定締結：医療機関等や派遣先との調整、災害支援

ナースのスケジュール、業務内容等の調整、物品貸

与、相談など）

○
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 （４）行動計画（タイムライン） 

    A 発災に伴う応急復旧及び７日以内の非常時優先業務  

  《非常時優先業務の選定基準》 

  ■ ７日以内 出勤人数・割合に関わらず、必ず実施すべき業務 

    建物・情報機器関連の被害状況の点検及び復旧 

    災害支援ナースの活動に関する派遣調整業務・被災者支援業務 

    情報提供・情報収集活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A：発災に伴う応急復旧及び７日以内の非常時優先業務

１

ｈ

以

内

３

ｈ

以

内

12

ｈ

以

内

１

日

以

内

３

日

以

内

７

日

以

内

２

週

間

以

内

１

か

月

以

内

１

か

月

以

降

対

策

本

部

判

断

危機管理対策本部設置及び運営に関すること ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

情報収集（安否確認）・分析及び危機管理対応の決定に関すること ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

関係部署への指示・命令（参集・動員含む）、情報収集に関すること ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

看護職・会員等に対する適切な情報提供に関すること ○ ➡ ➡ ➡ ➡

関係機関との連絡調整に関すること（北海道、他団体を含む） ○ ➡ ➡ ➡

必要に応じた道民等への広報活動の実施に関すること ○

危機管理の経過等についての理事会等への報告に関すること ○

その他本部長が必要と認めること

情報管理（関連）機器貸与等への対応に関すること ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ○

北海道と連携した活動に関する支援 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

災害支援ナース派遣に必要な物資（PPE等）の確保・調整 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

会館管理業務委託先への確認・情報収集、対策本部への報告 ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

施設・設備の被害調査、設備停止箇所の確認・復旧、専門業者への依頼 ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

敷地内及び周辺の公共インフラ等の被害調査 ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

業務再開に必要な環境整備、物資の供給、調達 ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

帰宅困難者の受け入れ・支援（情報提供） ○ ➡ ➡

近隣地域・行政への協力 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

廃棄物置き場の設置、特殊廃棄物処理・回収手配 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

管内利用者への周知（電気、水道、トイレの使用、ごみ処理方法等） ○ ➡ ➡ ➡ ➡

清掃、点検、各種メンテナンス等の実施予定の変更 ○ ➡ ➡ ➡

ネットワーク疎通確認、復旧（インターネット、管内LAN・Wi-Fi) ○ ➡ ➡ ➡ ➡

システム稼働状況確認、復旧 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

電話・FAXの疎通確認、復旧 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

関連機器が復旧不可の場合の代替機器・サービスの手配 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

公式ホームページ、SNS等による情報発信（特設ページの創設） ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ○

メディア対応（本会の取材、災害支援ナースの取材等） ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

日本看護協会への情報発信 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

対外的な情報発信

目標対応時間　○：着手　➡：継続

非常時優先業務

出勤人数・出勤割

合に関わらず、必

ず実施すべき業務

危機管理対策

本部の業務

災害支援ナースの

派遣調整業務及び

被災者支援業務

建物のインフラ整

備や情報機器関連

の点検及び復旧
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   B 通常業務から選定された非常時優先業務  

  《非常時優先業務の選定基準》 

  ■ ２週間以内 平常時に実施している通常業務のうち、その業務を停止した場合に本会や関係 

         機関に不利益を及ぼすおそれのある優先度の高い業務 

  ■ １か月以内 その他優先度の高い業務 

          毎月実施している定期的な通常業務のうち優先度の高い業務 

  ※ 発災時期によって期日が迫る業務に関しては、危機管理対策本部で判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B：通常業務から選定された非常時優先業務

１

ｈ

以

内

３

ｈ

以

内

12

ｈ

以

内

１

日

以

内

３

日

以

内

１

週

間

以

内

２

週

間

以

内

１

か

月

以

内

１

か

月

以

降

対

策

本

部

判

断

常務理事会、理事会、支部長会議に関すること ○

業務システム稼働状況の確認 ○

業務システムの復旧等必要な対応 ○ ➡ ➡

役員の安否状況の確認 ○

役員の直近のスケジュール管理・連絡調整 ○

日本看護協会との連携（情報発信・情報収集含む） ○ ➡ ➡ ➡ ➡

公益法人制度、規程、個人情報保護に関すること ○

災害に関する文書の管理・収受・回覧・振り分け・文書番号取得（決裁等） ○

その他名誉会員等本会関係者への対応・連絡 ○

代表電話の授受対応 ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡

総会・理事会・常務理事会・支部長会議の開催・運営 ○

公益法人制度関連のうち定期提出書類・登記手続等の期限設定のある業務 ○

大通会館の施設関連不具合の対応 ○ ➡

破損や不具合が発生した什器、備品の対応（業務に支障があるもの） ○ ➡

館内の衛生管理・環境整備に関すること ○ ➡

災害備品関連の補充・管理 ○ ➡

貸出物品の未使用品・不用品回収、点検・管理 ○ ➡

災害対応の記録、情報管理に関すること ○ ➡

来館・退館、施設利用ルールの変更に関すること ○ ➡

防災訓練（消防避難訓練に基づく総合訓練）の実施 ○

会員登録、会費徴収、会員証発行などの通常業務 ○ ➡

会費徴収業務（口座振替業務、コンビニ払込票の発送関連業務など） ○ ○

日本看護協会への会費送金業務 ○ ○

備品の所在確認、動作確認、調達（通常貸出物品） ○ ➡ ➡

契約済クラウドサービスの動作確認 ○ ➡ ➡ ➡

進行中の事業（システム更改、機器入替等）の調整 ○ ➡ ➡ ○

更新プログラムの運用 ○ ➡

アプリケーション・ファームウエア等の脆弱性対策 ○ ➡

契約（保守サービス・ライセンス等）更新手続 ○

事　業 非常時優先業務

目標対応時間　○：着手　➡：継続

委員会・会議等の

開催、業務システ

ムに関すること

本会の総務関係の

統括に関すること

情報システムの開

発、管理に関する

こと
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B：通常業務から選定された非常時優先業務

１

ｈ

以

内

３

ｈ

以

内

12

ｈ

以

内

１

日

以

内

３

日

以

内

１

週

間

以

内

２

週

間

以

内

１

か

月

以

内

１

か

月

以

降

対

策

本

部

判

断

予算集計、税金計算、予算書作成 ○

決算監理、税金計算、決算書作成 ○

会計監査（上半期、決算） ○

役職員給与支払、外部謝金支払、仕入先請求支払 ○ ➡ ➡

税金納付、社会保険料納付 ○ ➡

発災が３月中旬～下旬の場合、契約関連等の手続対応 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

委員・講師・役職員謝金積算 ○ ➡ ➡

寄附申出の対応 ○

災害等、緊急事態に対する本会の取り組みに関する広報 ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ○

「協会ニュース」の発行、公式ホームぺージ、SNSを通じた情報発信 ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ○

ニュースリリースの発行、メディア対応 ○ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ○

職員等の採用に関すること ○ ➡

給与計算（※災害等緊急時は基本値（固定給）を支給し、諸手当は翌月調整） ○ ➡ ➡ ➡

上記以外の人事・労務管理に関すること ○ ➡ ➡

職員等の研修に関すること ○ ➡

被災地・被災者対応に関する厚生労働省事務連絡の周知 ○ ➡ ➡

被災医療機関等に関する診療報酬上の対応に関する中医協医療保険部会の情報提供 ○ ➡

被災事務所等に関する介護報酬上の対応に関する介護給付費部会の情報提供 ○ ➡

災害・感染症に関する情報収集 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

事業開催中の事業参加者、講師等の対応 ○ ➡ ➡ ➡

℮ラーニング期間中の発災時の研修生（安否確認等の連絡） ○ ➡

認定看護師教育課程等長期研修も含めた研修の継続実施の可否について検討 ○ ➡ ➡ ➡ ➡

検討結果に基づく研修生・講師、事業参加者等への連絡 ○ ➡ ➡ ➡

開講式・閉講式の実施 ○

発災１週間以内に開催予定の事業参加者及び講師への対応 ○ ➡

発災１週間以上開催予定の事業参加者及び講師への対応 ○ ➡ ➡ ➡

看護研究学会の開催準備（スケジュールの修正の検討と関係機関への連絡） ○

看護研究学会の開催 ○

研修資材の確認・補充 ○

事業参加者への安否確認以外の連絡 ○ ➡

重要書類や個人情報の掲載がある書類の所在確認 ○ ➡

事　業 非常時優先業務

目標対応時間　○：着手　➡：継続

教育研修事業及び

本会が主催する事

業に関すること

本会の会計及び業

務関係の統括に関

すること

広報に関すること

人事に関すること

看護政策に関する

こと
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B：通常業務から選定された非常時優先業務

１

ｈ

以

内

３

ｈ

以

内

12

ｈ

以

内

１

日

以

内

３

日

以

内

１

週

間

以

内

２

週

間

以

内

１

か

月

以

内

１

か

月

以

降

対

策

本

部

判

断

来館求人求職相談者及び研修参加者の安全確保 ○

℮ナースセンターのシステム障害等の確認・復旧対応 ○ ➡ ➡ ➡

無料職業紹介事業のサービス停止・再開予定等の情報提供（HP・SNS等） ○ ➡ ➡

業務支所及び中央ナースセンターへの連絡・調整 ○ ➡ ➡ ➡

サービス停止の周知（本会HP・SNS／最新情報索引Web） ○

輸送による図書貸出申込者との連絡調整 ○

暫定的な資料・設備の復旧 ○

再開時期の決定と周知 ○

図書館の運営、利

用に関すること

事　業 非常時優先業務

目標対応時間　○：着手　➡：継続

ナースセン

ターの運営に

関すること


